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労働者災害補償保険における 診断書 料 等の取扱いの 一部改正について 

労働者災害補償保険における 診断書 料 等の取扱いについては、 昭和 56 年 9 月 2 日付 

け 基 登第 555 号通達 ( 以下「 555 号通達」という。 ) により取り扱ってきたところ 

であ るが、 今般、 この取扱いの 一部を下記のとおり 改めることとしたので、 了知の上 、 

事務処理の適正を 期されたい。 

一話 

ぬ 第 5 55 号通達の記の " "  " 3 (1) に以下を加える。 

なお、 療養の費用請求書により 請求させる場合に、 当該診断を行った 医療機関が発 

行した領収書の 添付があ る場合に限り、 同請求書の医師又は 歯科医師の証明を 受けた 

ものと同様に 取り扱うこととし、 当該請求書の「医師又は 歯科医師等の 証明」欄への 

記載は要しないものとする。 

 
 








